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経営学研究科 経営学専攻 修士課程

経営学研究科経営学専攻修士課程は、本学立学の精神のもとで、本研究科が養成すべき人材と定めた「21世紀の
グローバル化社会における営利・非営利組織体の運営に係る実践的理論を追求し、問題解決能力を有する研究
職・専門職人材及び高度専門職人材」に照らし、次の資質・能力を身につけた学生に修士（経営学）の学位を授
与します。

①経営学研究者として、企業現場で発生する諸課題の解決に取り組む職業人として、あるいは、税理士・会計士
　等の高度職業会計人として、活躍するために必要とされる専門知識を修得し、高い倫理観と学術的見地から、
　創造的な研究に基づいて社会・企業現場における諸問題の本質を掴み、課題を自ら設定することができ、そし
　て、課題解決にむけて先行研究の検討やエビデンスに基づく綿密で公正な考察ができる。

②「経営学・ものづくりシステムコース」または「会計学・ファイナンスコース」において修得した知識と実践
　的研究能力に基づき、グローバル化・情報化の進展によって複雑化する経営に対して、組織人として、経営シ
　ステムを専門的かつ全体的視野から設計・改善することができる。また、高度な会計的・財務的専門能力を有
　する者として、会計・ファイナンス行動の意味を十分に理解し、適切な会計処理と会計・財務システムの設計・
　改善ができる。あるいは、研究者として、営利・非営利組織体の運営に係わる諸課題について、理論的・技
　法的な能力の習得に基づいて高度な研究活動を自立的におこなうことができる。

③企業人として、職業人として、組織や社会において発生する諸課題に日々直面し、解決していかなければなら
　ない。解決策の実行は結果をもたらし、社会や組織に関する理解、課題の理解、解決策の有効性について、多
　面的・総体的に評価・検証していかねばならない。組織や社会の構成員として、役割を遂行してゆくためには
　「学び」によって責任分担の職務遂行能力の継続的な向上とともに、協働者と「学び」の成果を分かち合い、
　全体としての課題解決能力を向上していかなければならない。こうしたことを理解し、自ら「学び」、「学び」
　の成果を分かち合うことができる。

経営学研究科経営学専攻修士課程は、本研究科の人材養成目的、教育目標・内容を理解し、学部または大学院の
教育課程等における学修を通して、次のような資質・能力を身につけている人を受け入れます。

①経営学あるいは会計学・ファイナンスに関する、学修の基礎となる基礎学力及び専門分野における基礎的な知
　識を修得している。

②入学を希望する者は、組織経営の原理や経営課題の解明と、課題解決に挑戦する熱意、自己実現の手段として
　起業などを志すフロンティア精神、あるいは、経営プロセスを重視できる会計人になりたいという意欲と目的
　意識がある。

③大学院在学中だけでなく、修了後も、経営学研究者として、企業現場で発生する諸課題の解決に取り組む職業
　人として、あるいは、税理士・会計士等の高度職業会計人として学び続ける意欲がある。

経営学研究科経営学専攻修士課程は、本研究科の教育目標を達成し、学位授与方針に示す資質・能力を身につけさせるた
め、コース制をとり、「経営学・ものづくりシステムコース」及び「会計学・ファイナンスコース」を設定しています。
専門性を体系的に深めることをねらいとして設定された２つのコースは、ともにコースワークとリサーチワークを適切に
配置し、次のような方針で教育課程を編成し、実施します。

①コースワークでは、「経営学・ものづくりシステムコース」では、基礎的な理論や手法の習得とともに、グローバル化・
　情報化の進展に対応する現代的・総合的カリキュラムとなっており、「会計学・ファイナンスコース」では、グローバ
　ル化・情報化の進展のもとで、高度化するファイナンス分野の理論的・実践的能力を有する人材や、高度職業会計人の
　育成をめざしたカリキュラムとなっている。
　２つのコースともに、講義・演習等を適切に組み合わせて、専門分野に関する深い学識、専門分野に隣接する学識等を
　修得させ、あわせて、他のコースで開講される科目の履修を可能にすることによって多様な分野の知見を獲得させ、専
　門分野を超えた企業・組織体の全体像からの視野に立って、更なる専門分野の理解・学識を深めることができるように
　する。また、入学時において決定される指導教員のもとで、先行研究・資料の収集、文献・資料の読解力、論理的思考
　力、創造的な論理構築力、高い倫理観等を身につけるため、研究指導科目が開講されている。指導教員は、指導学生の
　研究テーマ・問題意識等に照らし、科目履修の指導をおこなう。他方、第一線で活動する企業人や実務家としてのキャ
　リアを有する講師による科目が開講され、実務現場で知識・理論やスキルを適用できるようにする。

②リサーチワークでは、入学時に研究指導教員が決定され、研究指導科目において、２年間一貫して修士論文作成の指導
　を受ける。この過程で、研究活動に必要な姿勢、方法、論理的思考・構築力、高い倫理性等を身につけさせ、また、自
　己の研究が持っている社会的意味、社会的貢献の内容等を深く認識させ、社会における「知」の在り方に対する見識に
　基礎付けた実践的研究を可能とする能力を習得させ、これによって問題解決のために活かすことができるようにする。

③少人数・双方向の授業体制を採り、講義科目においても、教員による一方的な講義ではなく、受講生の発言を促し、受
　講生の間でのディスカッションを含めて、議論を講義の中に取り入れている。こうした議論による実践を通して、多様
　な考え方の受容、議論における論点の整理の仕方等を能動的、主体的参加によって習得していくことができるようにす
　る。また、修士論文の作成を控えている２年生を対象とする修士論文報告会に参加し、指導教員以外の教員・学生との
　ディスカッションによっても、多様な考え方への受容、議論における論点の整理の仕方等を能動的、主体的参加によっ
　て習得していくことができるようにする。こうしたことを通して、生涯にわたって、他者との意見交換によって主体的
　な学びや、相互理解ができるようにする。

④学修成果に対する成績評価と単位認定については、シラバスにおいて示した成績評価方法及び評価基準に準拠して厳格
　に行う。学位論文については、研究科委員会によって選出された審査委員によって、《学位論文審査基準》に基づき審
　査された後、審査結果が研究科委員会に報告され、研究科委員会によって厳格に評価される。また、学生の将来設計や
　問題関心にしたがって、学生とよく話し合い、学生の達成度を考慮に入れながら、主体的な学びが促進されるようにす
　る。


